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１９号）第２条の資格停止を受けていないこと。 

 資格要件確認基準日から基本協定書締結日までの間において瑞穂市が行う契約からの暴力団

排除に関する措置要綱（平成２２年瑞穂市告示第１５７号）第５条の入札参加資格停止措置を

受けていないこと。 

 資格要件確認基準日から起算して２年以内に会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づ

く更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始

の申立てがなされていないこと。 

 資格要件確認基準日から起算して６ヶ月以内に破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破

産手続開始の申立てがなされていないこと。 

 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年を経過しない者及び参加表明書提出の日か

ら前６月以内に手形若しくは小切手の不渡りがないこと。 

 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入している者であること。(健康保険法(大正１１年

法律第７０号)第４８条の規定による届出の義務、厚生年金保険法(昭和２９年法律第１１５

号)第２７条の規定による届出の義務及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の

規定による届出の義務のない者を除く。) 

 本事業に係るアドバイザリー業務の受託者及びその協力会社である（株）ＮＪＳ及び（株）日

本総合研究所並びにこれらの者と資本又は人事等において一定の関連のある者（会社法（平成

１７年法律第８６号）第２条第３号又は第４号に規定する親会社・子会社の関係がある場合を

いう。）でないこと。 

 「第４章２．審査委員会の設置」に示す「【仮称】瑞穂市公共下水道（瑞穂処理区）整備事業プ

ロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）の委員が属する企業若しくは人事などに

おいて一定の関係のある者ではないこと。 

 上記⑨及び⑩に定める者を本事業の応募に関するアドバイザーに起用していないこと。 

 

２）設計企業に必要な資格要件 

 構成員は、市の競争入札参加資格（建設コンサルタント「下水道部門」）を有していること。た

だし、工事監理業務のみを行う構成員については、市の競争入札参加資格（建設コンサルタン

ト「施工計画・施工設備及び積算部門」）であっても資格要件を満たすものとする。  

 構成員（工事監理業務のみを行う構成員は除く。）は、平成１８年度以降において地方公共団体

が発注した汚水管路施設の設計業務（開削工法及び推進工法の詳細設計）を元請として完了し

た実績を有すること。 

 代表企業 は、技術士法(昭和５８年法律第２５号)に基づく技術士（上下水道部門（下水道）若

しくは総合技術監理部門（下水道））としての登録を受けている者であって、応募者と本業務に

係る資格審査申請書の受付を行う日の３ヶ月以上前から直接的な雇用関係にあるものを管理

技術者及び照査技術者として配置できること。なお、管理技術者と照査技術者の兼務は認めな

い。 

 構成員は、工事監理業務における工事監理技術者として、技術士（建設部門（施工計画、施工

設備及び積算部門）又は上下水道部門（下水道）若しくは総合技術監理部門（施工計画あるい

は下水道））としての登録を受けている者、ＲＣＣＭ資格者（施工計画、施工設備及び積算部門

あるいは下水道部門）、下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）第１５条に規定する資

格、１級土木施工管理技士のいずれか有する者を１名配置できること。また、工事監理業務実

施時に建設工事等において問題が発生した場合、概ね２時間以内で現地に到着し対応が可能で

あること。なお、設計業務における配置技術者を原則として兼ねることはできない。ただし、

提案により業務期間が重複しない場合には、兼ねることを認める。 


































